
一般競争入札公告 
                              令和 8 年 7 月１６日  

社会福祉法人 柏樹会   
                               理事長 浅見 旭  

 
社会福祉法人柏樹会ケアハウスシャロームの大規模修繕工事について、下記のとおり一般
競争入札を公告します。  

 
１．工事概要  
（１） 工事名  社会福祉法人 柏樹会 

ケアハウスシャローム大規模修繕工事  
（２） 工事場所 埼玉県本庄市今井１２４５番地１  
（３） 工事種別 建物修繕に伴う改修工事一式  
（４） 工事内容 外装改修工事、防水改修工事、電気設備工事、空調設備改修工事 
        内装改修工事他 
（５） 工事期間 工事契約日から令和 9 年 3 月 10 日（水）まで  
（６） 建物概要 構造規模：鉄筋コンクリート造亜鉛メッキ銅板葺陸屋根 

建物用途：ケアハウス  
敷地面積：１０９９９．１６㎡  
延床面積：２,８４２．３７㎡  
建築面積：６７９．６１㎡  

 
２．入札方法  
（１） 入札方法 一般競争入札  
（２） 最低制限価格 有 （非公開）  
（３） 入札予定価格 有 （非公開）  
（４） 入札保証金  無  
 
３．入札参加資格  
（１） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな 

い者であること。  
（２） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き開始の申立てがな 

されている者または民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開 
始の申立てがなされている者については、更生手続または再生手続開始決定日を審 
査基準日とした経営事項審査の再審査を受けた後、埼玉県知事が別に定める競争入 
札参加資格の再検査を受けていること。  



（３） 建設業法に基づく建築一式工事について、特定建設業の許可を受けている者であ 
   ること。 
（４） 平成２８年度以降において、元請として、完成、引き渡しが完了した、次に掲げ 

るものと同規模以上の建築一式工事の施工実績があること。 
 

  ① 工事種別：改修（外装工事を含むものに限る。） 
  ② 外装改修面積：３５００㎡以上 
（５） 令和 7 年度・８年度埼玉県競争入札参加資格者名簿（建設工事）に登載されてい 

る単体業者で、直近の評価等が次の条件をみたした事業者とする。  
 
    ① 資格審査数値が建築工事で８５５点以上であること  
    ② 埼玉県内に本店又は契約締結権限を有する支店若しくは営業所を有すること  
（６） 公告日から落札決定までの期間に、埼玉県及び県内自治体の契約に係る入札参加 

停止等の措置要綱に基づく入札参加停止措置を受けていない者であること。  
（７） 公告日から落札決定までの期間に、埼玉県及び県内自治体の契約に係る暴力団排 

除措置要綱に基づく入札参加除外等の措置を受けていない者であること。  
（８） 当法人の理事が役員をしている企業及びその企業と親子関係にある企業でないこ 

と。また、対象工事にかかる設計業務の受託者でなく、当該受託者と資本若しくは 
人事面で関連がないこと。  

  
４．一般競争入札参加資格確認申請書の提出  
 （１） 受付期間 公告日から令和 8 年７月２7 日（月）午後４時まで。  
 （２） 提出書類   

ア 一般競争入札参加資格確認申請書   
（様式は社会福祉法人柏樹会ホームページ上からダウンロードしてください。）  

       イ 一般競争入札参加資格等確認資料  
          ウ 会社案内・会社経歴書  
          エ 建設業許可証明書写し  
         オ 資格審査数値を証する書類  
         カ 法人登記簿謄本（発行後 3 か月以内のもの（写し可））  
         キ 連絡先（担当者の氏名及びメールアドレス・TEL・FAX）  
          ＊提出書類の返却はいたしません。  
（３） 提出方法 一般書留郵便にて郵送、または下記（４）の提出場所へ電話確認の上持 
        参すること。   
（４） 提出・問合せ先 〒３６７−００３６  

埼玉県本庄市今井１２４５番地１ 



                  社会福祉法人 柏樹会 
担当：理事長 浅見 旭  宛  
電 話 ０４９５−２２−０８１７  
ＦＡＸ ０４９５―２２―５３５０ 
Ｅmail  hakujukai@aioros.ocn.ne.jp 
問合せ時間は平日午前 10 時から午後４時まで  

  
５．一般競争入札参加資格確認通知及び設計図書等の配付  
 （１） 入札参加資格確認審査後、全てに参加資格の有無について書面にて通知を行う。  
 （２） 入札参加資格が有りと確認された業者には、設計図書等及び入札書書式等を「６ 

入札日程等」に示す方法で配付する。（現場説明会は行わないものとする。）  
    
６．入札日程等  
（１） 公 告 日      令和８年７月１６日（木）  
（２） 応募締切日時   令和 8 年７月２７日（月） 午後４時まで  
（３） 設計図書等配付日 令和 8 年７月２９日（水）   
＊設計図書等の交付は、データ送信とします。  
（４） 質疑書提出日時及び回答等   

①質疑書提出期限   令和 8 年８月６日（木）午後４時まで  
②質疑書提出先     hakujukai@aioros.ocn.ne.jp 
③質疑書提出方法 電子メールによる（設計図書等の交付時に様式等について説明します。）  
④回答日   令和 8 年８月１７日（月）  
⑤回答方法   全ての入札参加者に電子メールにて送信 

（５）入札予定日等       
①日時  令和 8 年８月２６日（水）午前１０時から （１０分前までに受付を済ませること）  

②場所  埼玉県本庄市今井１２４５番地１ケアハウスシャローム  ２階 会議室  
（６）契約予定日    令和 8 年８月３１日（月）予定  
 
７. 入札に当たっての注意事項  
（１） 代理人をして入札させる場合は、委任状を提出すること。  
（２） 落札決定にあたっては入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当 

する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り 
捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る 
課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０ 
分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。  

（３） 入札を辞退するときは、入札辞退届により申し出ること。  
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（４） 入札参加に当たっては、入札日当日に見積内訳書を提出すること。  
（５） 入札に参加する者の数が１者の場合は１回のみ入札を行う。  
（６） 入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年 

法律第５４号）等に違反する行為を行ってはならない。  
（７） 下記の各項目に該当する入札は無効とする。  

① 入札に参加する資格のない者がした入札  
② 郵便、電報、電話、ファクシミリにより入札書を提出した者がした入札  
③ 不備な入札金額見積内訳書を提出した者がした入札  
④ 談合その他不正行為があったと認められる入札  
⑤ 虚偽の一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者がした入札 
⑥ 入札後に辞退を申し出て、その旨を受理された者がした入札  
⑦ 次に掲げる入札をした者がした入札  

ア 入札者の押印のないもの     
イ 記載事項を訂正した場合においては、その個所に押印のないもの  
ウ 押印された印影が明らかでないもの  
エ 記載すべき事項の記入のないもの、または記入した事項が明らかでないもの  
オ 代理人で委任状を提出しない者がしたもの  
カ 他人の代理を兼ねた者がしたもの  
キ ２以上の入札書を提出した者、又は２以上の者の代理をした者  

⑧ 前各号に定めるもののほか、その他公告に示す事項に違反した者が入札したもの  
  
８．落札者の決定  
（１） 予定価格の範囲内かつ最低制限価格以上で入札した事業者のうち、最低価格で入 

札した者を落札者とする。ただし、見積内訳書の内容を令和８年８月３１日（月） 
までに当法人及び設計事務所が図面の内容と比較して積算内容が適正（積算漏れが 
ない）と認められた事業者とする。  

      なお、最低価格で落札した事業者であっても見積書の内容が不備であった場合は、 
   落札失格とする。その場合、順次、次に低い価格で入札した事業者の見積書を精査 

し適正と認められた事業者とする。失格となった事業者へは、その理由を文書にて 
通知する。  

（２） １回目の入札で落札者が出ない場合は、１回目の入札に参加し、最低制限価格を 
下回らなかった者で再度の入札を行います。但し、再度の入札は１回までとする。  

（３） 上記（２）によっても落札者がいない場合は、予定価格等、当初定めた条件のもと 
に随意契約を行うものとする。  

（４） 落札者とすべき同額の入札が２者以上あるときは、くじ引きにより落札者を決定す 
るものとする。  



  
９．契約方法等  
（１） 様式契約に関する細目は民間（七会）連合協定工事請負契約約款に準拠する。（必 

要に応じた補正を行うこと）  
（２） 契約保証金の徴収は免除する。  
（３） 工事履行保証措置は、工事履行保証保険（工事請負額の１０分の１以上の金額を 

保証）によることとし、工事完成保証人制度は採用しないこと。  
（４） 契約の履行については、発注者及び監理者の指示に従うとともに、県等から指導 

があった場合は従うこと。  
（５） 一括下請け契約は行わないこと。  
（６） 本契約の締結は、県が結果を確認し当法人の理事会での承認を受けた後とする。  
（７） 落札決定から本契約までの間に埼玉県及び県内自治体の契約に係る入札参加停止 

等の措置要綱第２条に規定する入札参加停止措置を受けた者は、本契約を締結でき 
ない（契約辞退を申し出るものとする。）  

 （８） 請負代金の支払い時期に関しては、入札説明書等により別に定めるとおりとす 
る。  

  
  
    
                                                                       以上 


